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日本企業による開発提携の現状と特質

千葉大学 中原秀登

1.は じ め に

 現在，半導体産業において， フラッシュメモ

リーの開発をあ ぐり，東芝一IBMを はじあ， NEC-

ATT， TI一シャープ，富士通一AMDな どの国際的

な開発提携が活発化 している1)。これは，一つに近

年の急速な技術革新や開発 リスクの増大など，急

速かっ多様に変化 していく国際的な開発環境に対

して， 自社開発では十分な対応が困難 となってき

たことを表わしている。それはまた，開発競争が

グローバルに激化 し，ますます不確実となる開発

環境へ柔軟に対応 し，自社の開発力を戦略的に強

化させていくたあにも，自前主義を前提とした開

発方式に捉われるのではな く，外部の優位な開発

力を戦略的に活用 していく，いわば開発提携を戦

略的に展開 していく必要性が企業の開発戦略にお

いて高まっていることを意味 している。

 そこで本研究では，開発環境が急速に変化 して

い く中で，自社の開発力を効率的に高めていくた

あの戦略的な意義を高あている開発提携に注視

し，開発提携の基本的要素である企業間の多様な

関係づけの中で， 日本企業による開発提携の現状

分析をふまえた上で，現在の開発提携の特質につ

いて考察 していくことにする。

II.開 発 提携 の現状

 1.開 発提携とその形態

 企業間の関係づけである提携については，これ

まで多 くの概念化が試みられている2}。その提携

の定義づけにおいては，一般的に次のような共通

の基本的要素がみられる。まず第一は，複数の独

立 した企業間の関係づけを表すものであること。

第二に，企業を関係づける要因として，特定の目

的ないし戦略的意図が存在することである。第三

は，特定の目的を実現 していくたあに経営資源を

提供 し合 うなど相互の協力関係を表 わす もので

ある。

 つまり提携は，企業それぞれの独自性や対等性

を保持 しながら戦略的意図の実現に向けて一定の

協力関係を不可欠とするものである。そこには，

必然的にパー トナー間での調整ないし相互責任，

および成果に対 して互いに授受 し合う互恵主義の

原則が貫徹されている。

 こうした提携の基本的特徴をふまえ，ここでは

開発提携を次のように定義 しよう。自社の開発戦

略を優位に進めようという戦略的意図をもった複

数の企業が，それぞれの独自性を保持 しながら特

定の目的を実現 していくたあ，開発において双務

的かっ互恵的な協力関係をとっていくことに合意

して形成された企業間の関係づけを開発提携と定

義する。

 さて，提携の基本的要素として企業間を関係づ

ける形態について， ここでは出資による関係づけ

としての買収 ・合併，合弁や資本参加と，出資以

外の契約 による関係づけとしての技術 ライセ ン

ス，クロスライセンスや共同開発に大別 してその

特徴についてみていこう3)。

 (1)買 収 ・合併

 企業間の関係づけの中で，出資を通 してある開

発主体へ一体化していく買収 ・合併 は，既存の外

部開発力を自社内へ一方的に取 り入れることで，

開発の高度化や多様化をダイナ ミックにかつ迅速

に展開す ることができる。 しか も一体化を通 し

て，買収 ・合併は外部の開発力を自社開発 と同様

占有的にコントロールすることができ，開発優位

性を自己完結的に保全できる点で戦略的な開発手

段である。

 ただし買収 ・合併は，その関係が成立 した時点

で，資本関係により買収 ・合併されたサイドが買

収 ・吸収合併 したサイドの傘下へ一方的に入って

いくことか ら，基本的に各パートナーの自立性 は

もとより，双務的ないし互恵的な協力関係がなく

なる。このことから，ここでは買収や合併を開発
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提携の形態に入れて考察 しないことにする。

 (2)合 弁 ・資本参加

 っいで，出資を伴 う企業間の関係づけの中で，

共通の利害の下で共同の事業活動に対 して継続的

に諸資源を投入するなど共同出資により成立 した

企業間の関係づけが合弁である。また対象企業の

経営へ何 らかな影響を与えるため，いわば当該事

業活動においてパー トナーそれぞれがさらに持続

的な競争力を発揮 してい くために出資を通 して成

立 した企業間の関係づけが資本参加である。

 合弁や資本参加は，買収 ・合併 と異なり，相手

技術力の活用や開発 リスクの分散など相互の特定

の目的を実現 していくため，それぞれの独自性を

保持 しながら出資を通 して緊密に結びついた協力

関係にある。 このことか ら，合弁や資本参加をこ

こでは開発提携の形態として取り扱っていくこと

にする。

 ただし合弁や資本参加には，パートナーの探索

や評価の問題をはじめ，出資 リスクの問題，短期

的な出資利益の重視による提携関係の不安定 さ，

および開発活動や開発成果に対するパー トナーと

の調整問題などがあげられる。

 (3)技 術 ライセンス ・共同開発

 かわって契約上の企業間の関係づけとして，技

術 ライセンスや共同開発があげられる。技術 ライ

センスは， ライセンサーが ライセンシーに一定期

間，特許やノウハウなどのライセンスの使用を認

め，その代わりロイヤリティ収入などの報酬を得

る関係である。 したがって技術ライセ ンスは，ラ

イセンシー企業における外部開発力の活用とライ

センサー企業におけるロイヤ リティの獲得などの

戦略的意図を実現するたあに，それぞれの独 自性

を保持 しなが らパー トナー間での協力関係を必要

とする。このことから，技術 ライセンスをここで

は開発提携の一っの形態 として取 り扱 っていく。

 技術 ライセンスのなかでも， とくに特許や関連

技術の相互使用の許諾を意味するクロスライセン

スは，技術が高度に複雑化 している開発分野で互

いに保有する特許を交換することで，事前に特許

紛争を回避 し，効率的にそれぞれの開発活動を展

開 していけるなど，パー トナーの独自性を保持 し

ながら協力関係の下でそれぞれの開発目的を実現

していくという点で開発提携の基本的特性を強 く

備えている。

 さらに複数の企業がそれぞれの独自性を保持 し

ながら開発投資の分担をはじめ，開発 リスクの分

散や開発資源の相互活用などの開発戦略を協力関

係の下で追求 していく共同開発 も，開発提携の基

本特性を強 くもったものである。そのため共同開

発 も，ここでは開発提携の形態として取 り扱って

いく。

 契約上の企業間の関係づけとしての技術 ライセ

ンスや共同開発は，合弁や資本参加 と比べて出資

を伴わない分，企業 コミットメントの要因は弱 く

なる反面，出資 リスクがなくかっ機動的にパー ト

ナー関係が形成 される点でメ リットをもつ。ただ

し，技術 ライセンスや共同開発においても，パー

トナーの探索や評価の問題をはじあ，パー トナー

関係における調整や開発成果に対する占有的な活

用面での制約問題 および契約上の提携関係か ら

生 じる不安定なパー トナー関係などの問題がみ ら

れる。

 2.提 携関係の動向

 現在，開発環境がますます不確実となって くる

中で，企業の開発戦略にとって外部の優れた技術

開発力を戦略的に活用 してい く開発提携のあり方

が大きな課題となっている。そこで，開発提携の

特質について考察 していく上で，企業の提携戦略

における開発提携の位置づけをはじあ，開発提携

の諸形態の現状を把握 していくことが不可避であ

る。

 ここでは，1987年 か ら95年 までの9年 間に

おける技術輸出入 など技術関連での提携をはじ

め，技術交流，クロスライセンスや共同開発，さ

らに技術開発あるいは研究開発に関連 した合弁や

資本参加に関わる新聞記事のキーワー ドを基に開

発提携の現状 と動向についてみてい くことにす

る4}。

(1)経 営提携関係

まずは，経営提携関係における技術開発関連で
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表1経 営提携関係の推移

          年度経営提携の形態

  技術開発関連での提携

件数：(タテ構成比%)

生産関連で墜 」

販売提携

1987

6276

(76.3)

876

(10.6)

1075

(13.1)

1988

6202

(73.8)

1003

(11.9)
『 -一r

1200

(14.3)
一一一一一

8405

6194

(74.7)

908

(10.9)

19891990 1991 1992 1993 1994

6061

(?7.6)

5866

(79.0)

5897

(78.9)
一一一一.

787

(10.5)

52355331

(74.8)(72.4)

91711028

(13.1)(14.0)
 一 一一

887

(11.4)

767

(10.3)

11911 8661 795

(14，4)(11ユ)(10.7)
    一 一..一 一.一

82931781417428

7918511000

(10.6)(12.2)(13.6)

74751700373591

1995

.劃
(14.1)

878

(13.1)

合 計

    合 計 一8227184・5       1671・
注)日 経 テレコムデータベースでの日経4紙 の新聞記事の中から，「技術開発関連での提携」にっいては，技術

  提携，技術導入，技術輸出，技術交流， クロスライセンス，共同開発，技術開発関連での合弁および資本

  参加のキーワー ドをもとに，「生産関連での提携」にっいては，生産提携およびOEMの キーワー ドをもと

  に，また販売提携のキーワードをもとに検索 した件数を表す。

資料)日 経テレコムデータベースより作成。

51945

(75.6)

8122

(11.8)

8647

(12.6)

68714

の提携 の位置づ けにつ いて，生産 および販売提携

との比較 を通 してみてい こう。表1よ り，技術開

発 関連 での提携[以 下 開発提携 と略 す]は51，945

件(75.6%)で ，販売提携 の8，647件(12.6%)や 生

産 関 連 で の提 携 の8，122件(11.8%)を 大 き く上

回 ってお り，経営提携関係 の中で開発提携が圧倒

的に多 くな っている。

 時 系列 的に87～89年 の3年 間では， 販売提携

の3，466件(13.9%)， 生 産 関連 での提携 の2，787

件(11.2%)に 対 して，開 発 提 携 は74.9%の

18，672件 で あ った。90～92年 の3年 間 では，開

発提携 は848件 減 少 し17，824件 で あったが， そ

の構成 比 は3.6ポ イ ン ト高 ま り78.5%と な って

いる。93～95年 の3年 間で は， 生産関連での提

携 と販売提携 が前 期 と比べてそれぞれ3.0ポ イ ン

ト，2.2ポ イ ン トその構成比 を高 あ， 逆 に開発提

携 の構 成比 は5.2ポ イ ン ト低 下 し73.3%と な っ

たが，経営提携関係 の中で依然 と して開発提携が

4分 の3の 大 きな割合 を占めている。

 いず れに して も生産や販売 と比べて技術開発の

要因 による提携関係が多 いことか らも，企業の提

携戦略 における開発提携 の位置づ けの大 きさが，

ひいて はその重要性が理解 され る。

 (2)開 発提携の形態

 企業の提携戦略において開発提携が大きな地位

を占ある中で，次に開発提携の形態別の特徴につ

いてみていこう。表2よ り，開発提携の中で，共

同開発 が25，836件(49.7%)と 半 数 を 占あ，っ い

で技 術提 携 の16，500件(31.8%)， 技 術 開発 関連

で の合弁 の5，251件(10.1%)， 技 術交 流 の2，391

件(4.6%)， 技 術 開発関連 での資本参加 の1，765件

(3.4%)， ク ロス ライセ ンスの202件(0.4%)の 順

で あった。 この ことか らも， 開発提携 の形態 につ

いて は，一つにいわゆ る企業 コ ミッ トメ ン トは強

いが出資 リスクの大 きい資本 関係 を通 した合弁 や

資本参加 よりも，出資 リスクが小 さく機動 的な契

約上の企業間関係 としての共 同開発 や技術提携 の

形態が強 く選好 されてい ることが窺 え る。

 時 系列的な形 態別 の特徴 にっいては，共 同開発

と合弁 では，87～89年 の3年 間で その構成比 は

48.7%，8.5%，90～92年 の3年 間 では47.6%，

10.7%，93～95年 の3年 間で は53.5%，11.3%と

そ れぞれ堅調 な推移 がみ られた。 かわ って技術提

携 で は，87～89年 の3年 間 で そ の 構 成 比 は

38.8%で あ った が，90～92年 の3年 間 で は

32.8%，93～95年 の3年 間で は28.2%と 低 減 し

て きてい る。この ことか らも，開発提携 の中で も，

技術輸 出入 な ど一方 向的な技術 の トランスフ ァー

によ る協 力関係 よ りも， む しろ開発資源 の相互拠

出ない し共有化 によ る双方 向的な協力関係 の下 で

それぞれの 目的を実現 してい く共 同開発 や合弁 な

どの開発提携 の形態 が活発化 しっっあることが窺

え る。

 さ らに企業 間の関係 づけと して，外部 の技術開

発 力をパー トナー との協力関係 の下 で活用 してい
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表2 開発提携形態の推移 件数：(タ テ構成比%)

            年度

開発提携の形態』 一.一一.一 週棯
20342130

(32.4)(34.3)

19891990 1991 1992 1993

  .一一 一

1568

(30.0)

19941995

15051277

(28.2)(26.2)

合計
一一.
16500

(31.8)
一一一 一 一

 2391

(4.6)

技術提携
2141

(34.6)
『 一一 一一一

 318

(5.1)

2099

(34.6)

307一

(5.1)

1909

(32.5)

1837

(31.2)
『 『

 283

(4.8)
一 一 ヒー 一 一

  44

(0.7)

』

技術交流
}

406

(6.5)

一.一

 330

 (5.3) ⊥
  243

  (4.1)

 201

 (3.8).

185

(3.5)

118

(2.4)

ク ロ ス ラ イ セ ンス
 13

(0.2)

一 一r-

 19

(0.3)

2985

(48.1)

 26

(0.4)

 13

(0.2)

 11

(0.2)

  33

(0.6)
一一一一.

 33

(0.6)

  10

(0.2)
一 一一一

2642

(54.1)

202

(0.4)

共同開発

一 一

3183

(50.7)

2921

(47.2)
 一一一一一.

556

(9.0)

2699

(44.5)

2816

(48.0)
一 一一 一

 651

(11.1)

2974

(50.4)

2768

(52.9)

2848

(53.4)

  一一.

25836

(49.7)

技術開発関連
での合弁

一『 一

475564

(7.6)(9.1)

692

(11.4)

568

(9.6)

511

(9.8)

 586

(11.0)
一一.一一一

 174

(3.3)

<66.9)

5251

(10.1)

技術開発関連
での資本参加

 165

(2.6)

<62.1)

 174

(2.8)
<60.5)

 2321 2511 236

(3.7) (4ユ) (4.0)

〈62。0><62.1>〈66.1>
    一一一 一 一

 191

(3.2)
X66.6)

 154

(2.9)

X63.1)

 648

(13.3)
   一

 188

(3.9)

<69.6)
一 皿 “-

4883

(100)

[93.0]

1765

(3.4)

〈64.3>
一

                6276 1 6202 1 6194 1 6061

開発 提携 の 合計     (100) (100) (100) (100)

                [94.1] 1[92.8] 1[92.8]  [91.3]

5866

(100)

[92.8]
  .一一.幽

 173

5897

(100)
[93.9]

5235 15331

(100) (100)
[93.1]1[93.4]

一・ 一

51945

(100)

[93.0]       一 一一.                   一

                 130
技術 開発関連での合併  一 一
                 260

 一 一一 

 390

[5.9]

<37.9)
.一

      }一

  1441 130
   一一

 337 1 353
一L--一}㎜

一 一 一一

 173
『 「四

170

一}

 224
 一 一一 一一

 165
.一一   一一一

 389

[6.9]
(36.9)

 180
..一

 196

 376

[6.6]

〈33.1>

.一 一 「闇〒

  152 1476

402 281 210 213 2417
一

技術開発関連での合併
と買収の合計

 481

[7.2]
X39.5)

 483

[7.2]
<38.0)

 575

[8.7]
X37.9)

 454

[7.2コ

(33.9)

 380

[6.1]

〈33.4>

 365

[7.0]
<30.4)

3893

[7.0]
X35.7)

注)技 術提携は，技術提携、技術導入および技術輸出を表す。

 []内 の数値は，開発提携の合計件数と技術開発関連での合併・買収の合計件数との構成比を表す。

  〈 〉内の数値は，技術開発関連での合弁・資本参加と合併・買収の合計件数 との構成比を表す。

資料)日 経テレコムデータベースより作成。

く開発提携 と， ある開発主体 に一体化 した関係の

下で 占有的 に外部 の技術開発力を活用 してい く合

併 ・買収 とを比較 してみて い く。

 表2よ り，合併 ・買 収 の3，893件[7.0%]に 対

して開発提携の51，945件[93.0%]と ， 開発提携

による企業間の関係づ けが圧 倒的に多 くな ってい

る。 また同 じ出資を伴 う技術 開発 関連 での合弁 ・

資本参加 と合併 ・買収の関係 についてみ ると，合

併 ・買 収の3，893件 〈35.7%〉 に対 して合弁 ・資

本参加 の7，016件 〈64.3%〉 と，合弁 ・資本参加

によ る技術 開発 関係 での企業 間の関係 づけが多 く

な ってい る。

 時 系列的 に も，87～89年 の3年 間 で は合弁 ・

資 本 参 加 の61.5%に 対 して，合 併 ・買 収 の

38.5%，90～92年 の3年 間で は合弁 ・資本参 加

の64.8%に 対 して， 合併 ・買収の35.2%，93～

95年 の3年 間では合弁 ・資本参加の66.7%に 対

して，合併 ・買収の33.3%と ，合併 ・買収に対 し

て合弁 ・資本参加による技術開発関連での企業間

の関係づけが逓増する傾向にある。

 このことからも，外部の技術開発力を活用 して

いく企業間の関係づけとしては，出資を通 してあ

る開発主体に一体化 していく形態よりも，む しろ

それぞれのパー トナーの独自性を保持 しながら相

互の協力関係を通 して目的を実現 していく提携形

態による企業間の関係づけが多 くとられているこ

とがわかる。換言すると，巨額な開発投資や開発

リスクを回避 しなが ら外部の開発力を活用 し，開

発活動を迅速に立ち上 げてい く場合には，合併 ・

買収に比べて合弁や資本参加による開発提携の形

態が選好されるといえよう。
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表3 国際開発提携の形態別推移

1987198819891990199119921993

件 数

国際開発提携の形態

 技術提携

 技術交流

 クロスライセンス

 共同開発

技術開発関連での合弁

技術開発関連での資本参加

年度 1994 1995

33
一.一一一一一一一

15

101113

劃44

126
一 一 一一

32

88
-

35
 -

11

79

127

 99
一 一

 49
   -

 44
..一一一一一一一

 72

125

一

13 19

       24       
33

13
一一一一一一一

83

一一..一一一一一

    一一
57

162 1561151

合 計

 合計
(構成比%)

13!375953
1311400

[2.1] [6.4]騰 劃羅

77
_611561754(22.8)

.里⊥17」1326・(3.2)

畫 器 劃 ：1：：6.1)17.4)
13壷ll5812・4(36.3)

32!2628315(9.5)

3603723193313(100)

5.9][7.0][6.5][6.4]

注)[]内 の数値は，表2の 開発提携の合計件数に占ある国際開発提携の合計件数の割合を示す。

資料)日 経テレコムデータベースより作成。

 (3)国 際開発提携

 ところで，開発提携の中で，国際的な開発提携

の関係について表3よ りみていこう。国際的な開

発提携は，開発提携全体の中で6.4%の3，313件

であった。時系列的にみてい くと，90年 までは円

高や海外直接投資の増加の影響を受けて企業の国

際化戦略としての国際的な開発提携 は堅調に推移

してきた。その後，平成不況 による企業の国際化

戦略の見直 しが行なわれたことか ら，91年 以降

国際的な開発提携は低減傾向にある。 しかしなが

ら国際的な開発提携 は，開発提携全体の6%～

7%台 を維持 していることからも，企業の提携戦

略において重要な位置を占めている開発提携の中

で，国際的な開発提携も堅調 に推移 しているとみ

ることもできよう。

 形態別には，合弁が1，204件(36.3%)で 最 も多

く，開発提携全体の形態別構成比 と比べてその割

合は26.2ポ イント高 くなっている。これは，一つ

に合弁が開発途上国での規制に対する市場参入手

段として，また国際事業活動を行なっていく上で

生産や販売との密接な連携関係をとっていく必要

性が高まっていることによるものであろう。

 かわって開発提携の形態の中で最 も多かった共

同開発 は，578件 の17.4%と32.3ポ イン ト低 く

なっている。これは，一つにわが国機械産業を中

心とした親子関係ないし系列関係内でみられるデ

ザインインのような共同開発の関係が国際的に進

展 していないこと，また先進国と違 ってアジア地

域での提携関係では相互に同等な開発力を拠出 し

合 って共同開発に至るだけの技術開発力の レベル

に格差のみ られることによるものと考え られる。

 (4)相 手国別開発提携

 ところで，国際的な開発提携における相手国別

の特徴について表4よ りみていこう。国別には，

アメリカが10，065件(44.0%)で 最 も多 く，っい

で 中 国 の4，077件(17.8%)， 韓 国 の2，000件

(8.7%)が つ づ き，さ らにイ ギ リスの1，347件

(5.9%)， フランスの1，309件(5.7%)， 西 ドイッの

956件(4.2%)の 順であった。

 この国別の開発提携の要因関係について，日本

との貿易総額の関係か らみていくと，両者の構成

比の間でおおよその相関関係がみ られる。このこ

とからも，国際的な開発提携はその市場要因とし

て資本財や製品輸出入などの貿易をべ一スとした

地域間 との関係づけが強 くなっていることが窺わ

れる。

 また地域別開発提携の形態別の特徴についてみ

ていくと，アジアと比べて米欧地域では共同開発

による開発提携の割合が高 くなっている。それに

対 して，アジア地域との開発提携では合弁の割合

が高 くなっている。 このことか ら，米欧地域では

開発力でより対等な関係にあり，相手先の優位な

開発力の活用をめぐり各パー トナーが対等な立場

で双方向的に協力関係をとっていく開発提携の形

態が多 くとられることが，また開発力や資本力の
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表4 相手国別開発提携 件数，(タ テ構成比%)，[ヨ コ構成比%]

国際開発提
 携の形態

相手国

ア メ リカ

カナダ

イ ギ リス

西 ドィ ッ

フ ラ ンス

イ タ リア

中国

韓国

台湾

ソ連

合計

技術提携

03989
(39.7)

[39.6]
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 (2.4)
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関連での

  合弁

一

技術開発

関連での
資本参加

合計

94年 度 の

日本 との

貿易総額：

億 ドル

1107 466 Qi 10065 1803

(26.3) (54.8) (44.0) (46.8)

[11.0] [4.6] [100]

89 24 ｮ542 148

(2.1) (2.8) (2.4) (3.8)
[16.4] [4.4] [100]一一

185 61 ｮ1347 186

(4.4) (7.2) (5.9) (4.8)
[13.7] [4.5] [100]

146 28 ｩ956 289

(3.5) (3.3) (4.2) (7.5)

[15.3] [2.9] [100]

166 46 Q51309 110

(3.9) (5.4) (5.7) (2.8)
[12.7] [3.5] [100]

111 27 ⑨621 83

(2.6) (3.2) (2.7) (2.1)
[17.9] [4.3] [100]

『 一 「 一.」 一一}

1560 79 Q24077 463

(37.0) (9.3) (17.8) (12.0)
[38.3] [1.9] [100]

331 65 ③2000 379

(7.9) (7.6) (8.7) (9.8)
[16.6] [3.3] [100]

215 40 ｮss2 346

(5.1) (4.7) (3.8) (9.0)

[24.9] [4.6] [100]
一 一 一一r圃
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(7.2) (1.6) (4.7) (1.2)
[27.9] [1.3] [100]

一一
 

4212 850 22861 3854

(100) (100) (100) (100)
[18.4] [3.7] [100]

注)技 術提携は，技術提携，技術輸入および技術輸出を表す。

  1987年 か ら1995年 までの開発提携各形態の合計件数による。

  ○数字は，順位を表す。

  貿 易総額は，輸出額 と輸入額の和を表す。

資料)日 経テレコムデータベースおよび通産省 「平成7年 版通商白書」より作成。

レベルで依然 として先進国との間で格差がみ られ

かっ市場参入規制の強いアジア地域との間では，

資金的な補完を含めた合弁による開発提携のとら

れやすいことが窺われる。

 (5)産 業別国際開発提携

 かわって，産業別の国際開発提携の特徴につい

て表5か らみていこう。鉱業 ・建設および非製造

業 の328件(20.3%)に 対 して製造業の1，285件
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表5産 業別国際開発提携

産業
国際開発提携の
     彡態

食品

繊維

化学工業小計

鉄鋼 ・金属

一般機械小計

電気機器小計

輸送機器小計

精密機器

製造業合計

鉱業 ・建設

非製造業小計

全体合計

技術提携

    1

  (0.3)

  3

(4.6)

埜唾 匪 ラ
           丁

          (0.5)

(0.2) (3.5) (0.5)

[6.7] [20.0] [6.7]
12 0 0

(3.5) (0) (0)
(2.7) (0) (0)

[31.6] [0] [0]
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(14.3) (12.9) (22.2)

[30.8] [5.2] [19.9]
21 8 3

(6.2) (12.3) (1.6)

(4.7) (9.4) (1.6)

[47.4] [18.2] [6.8]

19 10 19
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   ]内 の数値はヨコ構成比を表す。  [  技術
提携は，技術提携，技術輸出および技術導入を表す。

  1987年 か ら1995年 までの開発提携各形態の合計件数による。  ○数字
は，製造業における順位を表す。

  各産業別の小計は，以下の小計を表す。化学工業小計(化 学，石油，医薬品，バイオテクノロジー)，一般  機械小計(工作機械
，産業機械， ロボット)，電気機器小計(重 電，家電，通信機，電子，電子部品，半導

  体，    コンピュータ， ソフトウェア，                  事務機，原子力)，輸送機器小計(造船， 自動車， 自動車部品，航空  機)
，非製造業小計(金 融，商社，小売業，サービス)。

資料)日 経テレコムデータベースより作成。
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(79.7%)と ， 製造業での国際的な開発提携が圧倒

的に多 くなっている。製造業の中で，半導体， コ

ンピュータ，ソフトウェア，電子や家電を中心 と

した電気機器が572件(44.5%)と 最 も多 く，つ

い で 航 空 機 や 自動 車 の 輸 送 機 器 の293件

(22.8%)， 医薬品や化学などの化学工業の211件

(16.4%)， 鉄鋼 ・金属の44件(3.4%)， 繊維の38

件(3.0%)の 順であった。いずれにしても製造業

全体の中では，76.0%を 占める電気や輸送機など

の機械産業による国際開発提携が活発であるとい

う特徴がみ られた。

 この業種別の国際開発提携の関係を，技術 レベ

ルの観点か らみてい く。自動車，家電や一般機械

な どの ミドル テク産業 での開発提携 が329件

(25.6%)で あるのに対 して， コンピュータ，半導

体，電子，ソフトウェア，医薬品やバイオなどの

ハイテク産業での開発提携が792件(61 .7%)と

多 くなっている。このことからも，ハイテク産業

という高度な技術開発力の活用をはじあ，開発資

金の分担や開発 リスクの軽減が強 く求められる産

業において国際的な開発提携が比較的活発にとら

れていることが窺われる。

 また産業別国際開発提携の形態別の特徴につい

て，製造業全体の形態別構成比 との比較を通 して

みていく。化学では，共同開発の構成比が11.5ポ

イント低 く23.7%と なっている。これは，一つに

わが国と米欧の化学 メーカーとの間での技術開発

力の格差が大きいことから，対等な立場で開発資

源を拠出 し合って共同で開発活動を行なっていく

提携関係をとりに くいことによるものであると考

え られる。同 じ素材産業 としての鉄鋼業では，技

術提携の割合が20。9ポ イ ント高 く47.4%， 逆に

共同開発やクロスライセンスはそれぞれ26.1ポ

イント，7.8ポ イント低 く9.1%，6.8%と なって

いる。これは，技術力が国際的に高 レベルにある

日本の鉄鋼業では，化学産業 とは逆に相互に開発

資源を拠出 し合う共同関係よりも，一方向的な技

術の トランスファーによる協力関係の下で開発を

進めていく提携関係が活発にとられることによる

ものと考えられる。

 輸送機では，巨額な開発費の軽減，開発 リスク

の分散や迅速な開発をあざした航空機関係で共同

開発が多 くみ られたことか ら共同開発が18.7ポ

イント多 く53.9%と なっている。さらに技術と市

場が急速に変化 し，グローバルに競争が激化する

エレクトロニクスを中心とした電気では，国際的

な開発力の相互活用の観点か らクロスライセンス

が5.5ポ イント高 く20.1%と なっているが，その

他多様な開発提携の形態を通 して開発戦略を実現

していくための提携関係がみられる。

 以上，技術開発をめぐる提携関連の新聞記事の

キーワー ドに基づき，その量的動向を中心に開発

提携の現状にっいてみてきた。ところで，それに

伴 って開発提携の質的変化がみられないであろう

か。次に，従前と現在の開発提携との比較検討を

加えながら，現在の開発提携の特質についてみて

いこう。

III.開 発提携 の現代 的特質

 1.従 前の開発提携

 開発提携は，わが国においてもこれまで主とし

て先進国からの技術導入，開発途上国への技術輸

出という技術ライセンスを中心に広範かっ頻繁に

実施されてきた。技術ライセンスを通 して，ライ

センシーは製品開発に必要な特許や製造技術への

アクセスを可能にし，導入技術を独自に吸収，消

化することで独自な自社技術を迅速かつ低 リスク

で構築 してきた。他方で ライセ ンサーにとって

も，技術 ライセンスは市場への初期参入手段とし

てはもとより，ロイヤリティ収入，技術標準化の

イニシアチブなど，自前の開発成果を強力なコン

トロールの下で有効活用 していくための優れた開

発戦略として用いられてきた。いずれにしても，

自社開発による開発優位性の確立ない し自社開発

の成果を有効活用 していく上でのセカンドベスト

的な開発戦略として技術ライセンスは，ひいては

開発提携が用いられてきた。

 このような提携関係にあったのも，一っに提携

関係にある企業間での，あるいは地域間での技術

開発力において一方的な格差がみられるか，ある

いは技術開発力の活用関係において直接的なライ

バル関係にない企業間で提携関係がとられてきた

ことに求められよう。そのため，先進的な技術開



発力など開発優位性を保有 していない企業や地域

は， 自社の開発優位性を確立ないし新規な開発分

野へ進出するために技術 ライセンスや合弁などの

開発提携を通 して先進的な技術開発力を補完せざ

るをえなかった。また開発優位性を保有する企業

も， 自社の開発優位性を喪失させることなく有効

に開発優位性を維持 し，活用 していくたあの手段

として開発提携が活用されてきた。

 またこうした提携関係がもたらされるもう一っ

の要因として，現在 と比べて技術開発がそれほど

高度でかっシステム化されていず，技術革新 も速

くなかったため，開発資金や開発 リスクを単独で

負担 し，単独での技術開発が可能であったという

開発環境の相違があげられよう。すなわちこれま

での開発環境の下では，必然的に開発資金や開発

リスクを単独で負担 し，自社開発の可能な企業や

地域 とそうでない企業や地域との間で一方的な格

差がもたらされ，また開発提携関係においても提

携当事者間での開発優位性に大きな影響を直接及

ぼすものでない，いわば主従の明確な提携関係に

あったといえよう。

 いずれにしても従前の開発提携は，自前で開発

優位性を確立できしかも維持できるという前提に

たっものであった。っまり従前の開発提携は，占

有的なコントロールを発揮 しうる自社開発体制の

確立，あるいは自社開発成果の有効活用といった

自社開発が開発戦略の基本にあり5)，それを補完

すべくセカンドベス ト的な手段として開発提携が

位置づけられてきた6)。その結果，開発戦略におけ

る開発提携の戦略的意義 も大きくなく，その意味

で戦術的な開発提携といえよう。

 2.現 在 の開発提携

 こ れ に 対 し て 現 在 で は，256メ ガ ビ ッ ト

DRAMの 開 発 にお ける東芝一IBM一 シー メ ンスの

日米欧 の国際提携 をは じあ，TIとDRAMの 共 同

開発 を結 んで いる 日立 がIBMと の 間で次世代 の

コ ン ピュー ター基 本 ソ フ ト(OS)を 中 心 に コ ン

ピューター全般 に及ぶ広範 な技術提携 を行 なって

いるよ うに， 日米欧先進国間で， しか も大企業で

ライバ ル企業同士 による開発提携が活発化 して い

る7》。またATT-KDD， BT一 米 国MCI， フ ラ ンステ
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レコムードイッテ レコムの先行する3っ の企業連

合に対抗 して，NTT一 伊藤忠一英国C&W一 香港テ

レコムの4社 が新たに携帯電話 の通信 システム

を国際標準方式の1つ に育てていく合弁会社を

設立 したように，個別企業同士か ら企業グループ

間での開発提携へと提携関係が広範な企業間関係

へと広がっている。

 そのたあ現在の開発提携では，企業の開発競争

に与える戦略的意義が大きくなって くる。すなわ

ち開発提携に関与できない企業や地域にとって，

グローバルな開発競争か ら排除されかねない，い

わば開発提携が もたらす提携外企業に対する競争

制限的な戦略的意義が考え られる。 しかもこれ

は，単なる提携外企業への競争制限に限らず，例

えば日本の航空機関連企業がエアバス社やダグラ

ス社などボーイング社以外と連携する余地を狭あ

るため，米国ボーイング社による新型旅客機 「B

777」 の機体の詳細設計に関する三菱重工業，川

崎重工業，富士重工業との間で共同開発がとられ

たことにみ られるように，提携メンバー自体の開

発活動への影響も考えられる。

 いずれにしても現在の開発提携 は，基本的に企

業単独での開発活動が困難である場合を含めて開

発提携を通 して自社の技術開発力を戦略的に強化

し，グローバルに開発競争上の優位性を追求 して

いこうという戦略的意図を強めていく限り，提携

関係もライバル企業間ではもとより，個別企業か

ら企業グループ間での関係へと広がってい くもの

と考え られる。

 さらに例えば，米国のCE社 からの長期間にわ

たる発電用ボイ ラーの技術導入 を通 してパー ト

ナーである三菱重工の技術力が向上するという開

発環境の変化により，これまでの一方向的な技術

ライセ ンスの関係から双方の保有する高度な技術

開発力を相互に交換 し，利用する双方向的なクロ

スライセンスへと提携関係を発展 させていった

ケース，また80年 代初めに包括的なクロスライ

セ ンス契約を結 び，パソコンの共同開発を行なっ

てきたIBMと マイクロソフ ト社は，マイクロソ

フ ト社 におけるウィンドウズの世界的なヒットを

機 に，それぞれが独自な新型のOSを 開発 してい

くなど，これまでの協力的な関係から一転 して激
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しい開発競争を演 じているケースにみられるよう

に，現在の開発提携は開発提携の目的が達成 され

た後はもちろんのこと，提携中においても企業を

取 り巻 く開発環境の変化に対するパー トナーそれ

ぞれの開発戦略の変化によって，開発提携の関係

もダイナ ミックに変化 していくことを特徴 として

いる。

 すなわち現在の開発提携がパー トナー間での独

自性を尊重 した協力関係を特徴 とするほど，ある

いはパー トナーの優位な開発力の活用を通 して自

らの開発優位性を高あていこうとする戦略的意図

を強 くするほど，パー トナーが最 も強力なライバ

ルになるな ど開発提携をあぐる競争は激 しくな

り8>，その結果提携関係の不安定 さが増す ことと

なる。

 いずれにしてもこれまでのパートナー間での一

方的な開発力の格差 に基づ く自社開発を前提 と

し，主従関係の明確な二義的手段 として開発提携

を捉えていく考え方8>では，地域的にも，また企業

規模的にも現在の開発提携 の本質が捉えがた く

なっている。それは技術開発が高度化 し，技術革

新が急速 となり，独創的な開発成果が求められか

っ一方的な開発成果の活用が困難 となりつつある

現在の開発環境に対 して， もはや単独で開発費や

開発 リスクを負担 し，一方的に開発優位性を長期

的にあるいは全方位的に維持 し，発揮 していくこ

とが困難となってきたか らである。ここに，む し

ろ特定の開発戦略を実現 していくためには，特定

の開発分野で， しか も特定の期間，力関係の拮抗

したライバル企業を含めて，まさに柔軟に外部の

技術開発力を活用 してい く，いわば戦略的な開発

提携の現代的な特質がみられるのである。

IV.小 括

 企業戦略において技術開発がますます重要な競

争要因となり，その技術開発がグローバルにかっ

急速に高度化 していく現在の開発環境の下で，技

術開発の世界的な潮流についていき，開発優位性

を発揮 していくためにも，外部の開発力を戦略的

に活用 していく開発提携のあり方が企業の開発戦

略にとって重要な課題となっていた。

 そこで， 日本企業による開発提携の現状分析を

通 して，企業の提携戦略の中で技術開発による提

携が大 きな地位を占めており， しかも一方向的な

技術の トランスファーによる開発提携の形態より

も，開発力の共有など双方向的な協力関係の下で

それぞれの開発目的を実現 していこうとする開発

提携の形態が活発にとられていることが理解され

た。

 さらに現在の戦略的な開発提携は，これまで自

社開発を基底としたセカンドベス ト的な戦術的な

開発提携か ら，開発提携を通 して創出された開発

優位性が新たな開発環境をもたらし，それが既存

の開発提携へ影響を及ぼ し，さらなる新 しい開発

提携をもた らすというように，急速かつ多様に変

化する開発環境 との相互関係の中で捉えていかね

ばならなくなっている。 この点で現在の戦略的な

開発提携 は，不確実な開発環境 との相互関係の中

で自社の開発優位性を戦略的に高めてい くため

に，まさに企業の生 き残 りをかけた開発戦略 とし

て， 自社開発 と並んでファース ト・ベス トな戦略

的意思決定の問題 として捉えていかねばならなく

なっていると換言されよう。

 しか しなが ら他方で，現在の戦略的な開発提携

においては，不安定な提携関係の問題をはじあ，

開発活動や開発成果の活用においてパー トナー間

でいかに調整 していくかの開発提携のマネジメン

トの問題，開発提携による開発競争への制限問

題 および自社開発との整合性を図りながら自社

固有な開発優位性を強化すべ く最適な提携パー ト

ナーや提携形態をいかに意思決定 していくかなど

多 くの課題がみ られる9)。確かにこれら多 くの課

題が残 されてはいるものの，戦略的な開発提携を

通 してより高度な開発優位性を追求 していかねば

ならない現在の開発戦略において， これらの課題

を究明していくことが急務となってこよう。
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